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名称 代表者 所管部課

基本
財産

設立
年月日

電話

レーダーチャート

評価 得点

Ａ Ａ A 88

Ａ Ａ A 88

Ａ Ａ A 80

Ａ Ａ A 80

Ａ Ａ A 80

Ａ Ａ A 416

単位 平成15年度 平成16年度 平成17年度

千円 1,020,347 1,076,979 1,081,281

千円 997,539 1,060,192 1,069,348

千円 193,512 213,410 224,225

％ 18.0 16.7 16.9

千円 830,980 890,724 883,765

％ 88.3 89.0 88.5

％ 11.7 11.0 10.3

千円 25,199 27,019 25,997

千円 22,808 16,787 11,933

％ 17.1 16.2 16.6

千円 933,601 1,001,316 1,083,382

人 78 77 79

％ 1.8 1.8 1.7

単位 平成15年度 平成16年度

人 2,516 2,617

件 13,070 14,293

コース 7 9

％ 54.5 54.7

％ 90.4 90.5 88.8

経
営
実
績

①年２２回開催した入会説明会参加者４１８名の内３６３名（入会率86.8％）が入会した。
②新聞折込み（約１７万部）による事業全体のＰＲを実施。その他、チラシによる個別事業のＰＲ（約６万枚をポスティングや請求書へ
同封）の結果、関連１９職種の内１４職種で前年度実績を上回り、１９職種全体で契約金額が前年度比で１１２．０％上がった。
③スキル講習を修了した会員が就業する職種の実績は順調に推移しており、特にパソコン教室やパソコン出張サービスでは１４年度
の事業立ち上げ時と比べ約２.８倍の伸びとなっている。
④就業期間設定等による分ち合い就業を実施し就業率の向上に努めたが、継続受注への新規就業者の減少から達成度合いが鈍
化している。
⑤１７年度は発注件数及び受託件数は増加しているが、受託消化率が低下している。

事
業
分
析

月平均会員数

延受託件数
活動
指標

成果
指標

スキル講習

平成17年度

保健福祉部
高齢者施策課

会長　喜多村　匡男

団体による自己評価結果

月平均就業率

算式

①各月末会員数の合計÷１２

54.4

2,672

15,098

7

職員一人当たり事業収入

資産

補助金収入依存度

受益者負担

事業費比率

―

総合

事業目的
一般雇用にはなじまないが働く意欲を持っている
健康な高齢者のために、地域社会と連携を保ちな
がら、その知識、経験及び希望に沿った就業機会
を確保し、生活感の充実及び福祉の増進を図ると
ともに、高齢者の能力を活かした活力のある地域社
会づくりに寄与することを目的としている。

計画性

目的適合性

健全性

効率性

経済性

１５年度評
価

　　　平成１８年度杉並区財団等経営評価表

組織

経
営
分
析

（
定
量
評
価

）

顧客（サービス対象）
　区内高齢者及び発注者

事業内容
　① 就業機会の開拓･提供
　② 研修･講習
　③ 調査研究
　④ 情報の収集･提供
　⑤ 相談
　⑥ 地域高齢者社会参加促進事業

昭和54年3月10日 3317-2217

団
体
概
要

経
営
分
析

（
定
性
評
価

）

社団法人　杉並区シルバー人材センター

総収入

総支出

受託消化率

指標名

③開催コース数

④各月の就業実人員計÷各月末会員数計

⑤年間受託件数÷年間発注件数

②月単位で実績のあった受託件数の累計

財務

管理費比率

１６年度評
価

１７年度

常勤役員比率

特記事項

「職員一人当たり事業収入」の計
算における職員数は正規・嘱託・
臨時職員の一時間当りの平均賃
金に基づく換算率を乗じた数値
による。

経常収支

経常支出人件費比率

損益分岐点

総職員数

主要指標

定性評価レーダーチャート

0

20

40

60

80

100
計画性

目的適合性

健全性効率性

経済性
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【財団等団体経営評価】

【所管部課経営評価】

事業分析・現状の分析・評価

経営分析・定量評価 事業分析
　事業収入は個人・独自事業部門が伸びたが
公共・企業部門の落ち込みを吸収できず、事
業経費の増加も重なり減収・減益となった。個
人部門は延受託件数が伸びても単位契約金
額が低いため金額ベースでの寄与度が低いこ
とが要因としてある。
　費用は事業費に重点を置き、管理費を抑制
するよう取り組んだが、当期は効果が部分的に
限定された結果となった。
　以上の状況から損益分岐点の上昇をもたら
したが、　損益の悪化とは逆に正味財産構成
比率は上昇し財務の安定度、自立性は増し
た。今後一層、費用対効果を見極めながら、
人、物、資金の効率的な配分が必要である。

・財務面では、受託事業の受注件数が伸び悩んだことで事業に係る収支が前年度に比べ若干減少しているものの、不急事業の見直しや管
理費の支出抑制などに取り組んだ結果、一定の健全性は維持できていることは評価できる。
・顧客満足度調査結果を活かした会員の研修内容の見直しや「一般労働者派遣事業」「指定管理者制度」の導入準備を行うなど、今後も増
加するであろう会員の受け皿（シルバー人材センター業務の拡大）に向け、中長期の経営戦略をもった取組みは評価できる。
・ 区からの受託事業が減少する一方で、企業・個人発注からの件数が伸びており、区に依存しない望ましい方向に進んできているが、市場
ベースでの競争力が確保されるよう、各種作業単価の設定に留意する必要がある。

　平成１３年度から自主財源の確保、事業収入の確保、固定経費の削減努力などにより経常収支は安定している。また、現在区からの委託
事業の受注が減少してしているという状況の変化に即座に対応し、着実に民間との契約数を伸ばした。その結果区からの委託事業への依
存率は減少傾向にあり、望ましい運営が行われている。ただ、民間からの仕事の発注数は増えているにもかかわらず、受注できないという状
況を解消するため、発注者のニーズを事前に、確実に把握するとともに、様々な経験と技能を持つ会員の獲得と育成に努め、適切な会員配
置を早急に進め、受託消化率の向上を図る必要がある。同時に、「中長期計画」に基づき、絶えず経営目標達成の進捗状況を意識し、引き
続き公益法人として収益性と公益性のバランスの取れた運営を実現していただきたい。

　高齢者への就業機会の確保・提供及び知識・技能の付与に
より、高齢者の社会参加や生きがいづくりに貢献するとともに
地域との連携により高齢者の能力を生かした活力ある地域社
会づくりに貢献している。また、数々の課題を解消するための
策も講じられており、中長期計画に基づく運営、情報公開、個
人情報制度の確立、新システム導入など次々と新たな取り組
みがおこなわれている。

　平成１５、１６、１７年度とも、自主財源の確保、事業収入の確保、固定経費
の削減努力などにより経常収支は安定している。また、現在区からの委託事
業の受注が減少してしているが、そのような状況の変化に応じ、CS運動や新
たなPR方法の実施等により着実に民間からの受注が増え、区からの委託事
業への依存率は減少傾向にあり、望ましい運営が行われている。一方で安
定していた効率性の指標が今年度は低下した。しかし、１７年度は新OAシス
テムや公認会計士による外部監査制度の導入、中長期計画の実施開始とい
う事業運営全体の転換期であったという事情を考慮し、中長期計画に基づい
た組織の運営と体制の徹底的な見直しを含めた今後の動向を見守りたい。

　増えつつある会員の就業機会を確保す
るために、民間受注増に向けたＰＲの強
化、分かち合い就業、スキル講習、お客
様満足度調査等によって、受託件数の増
加に結びついた。今後は、発注者からの
様々なニーズに応えられるよう、さまざま
な経験や資格を持つ会員の獲得・育成に
努め、受託消化率の向上を図る必要があ
る。

　組織運営の根幹をなす指標が活動指標の目
標としてきちんと設定されており、目標算出方
法、目標設定の考え方についても、的確にとら
えられている。また、「中長期計画」にも連動させ
ており、適正な目標設定が行われている。今後
はさらに就業機会の確保を図るとともに、公益法
人として広く地域貢献ができるシルバー人材セ
ンターを目指し、活動していくこととなるであろ
う。

　ここ数年高い伸長率を維持していた事業収入
であったが、１７年度は減少に転じた。しかし経
常収支は黒字で安定しており、資産増と負債減
など望ましい状況にあることから、現在のところ財
務状況に特段の問題はない。さらなる事業収入
の増を目指すとともに、管理費抑制等による固
定経費の削減に努め、今後も社会情勢やニー
ズに対応した事業展開を継続してほしい。

【総合経営評価（三次評価）】

事業分析・事業の推移事業分析・目標設定の考え方

【財団等団体経営評価（一次評価）】

【所管部課経営評価（二次評価）】
経営分析・定性評価 経営分析・定量評価

・財政基盤確保のため、公益性と収益性とのバランスを考慮し
事業を展開、その結果１４年度から４期連続して、決算で好結
果を納めた。
・お客様満足度調査等により、顧客ニーズの多様化に対する
就業環境の整備や受注拡大に努め、利用者サービスの向上と
してコンビニ収納に加え口座自動振替の導入に向け検討を
行った。これにより、一般的な利用代金の支払方法の全てに
対応が可能となった。
・地域貢献事業として区民に対し無料の技能講習会や育児玩
具の提供を行い、地域との交流事業を展開した。
・全面移行の旧授産場を会員活動の場とし活用し、パソコン関
連事業等の充実を図るとともに、自主事業の拠点づくりを行っ
た。
・上部団体からは東京都域のシルバー事業の充実のため、財
務及び事業運営の発信元として高い評価を得ている。また、１
６年度に引き続き今年度も、都の補助事業である活性化推進
事業（チャレンジ提案事業及びコミュニティ就業モデル事業）
に積極的に取り組んだ。

・会員、役職員一体となった組織全体での経営に対する意識改革に合わせ、シルバー事業の根幹であり、上部団体である（財）東京しごと財
団（東京都シルバー人材センター連合）も最重要課題の一つとして掲げている「安全・適正就業の推進」に向け、最大限の努力が必要であ
る。
・高齢者の間に広がるインターネット環境を活用した事業展開の整備が、今後の事業運営拡大の鍵となる。
・公共部門から民間部門への分ち合い就業職種の拡大や長時間就業の是正を図りワークシェアリング体制を確立するとともに、「団塊の世
代」対策としての就業稼働規模が大きい職種の開拓や会員の誰でもが就業できる「仕事の場」づくりが必要である。
また、これと並行し小規模であっても特徴ある、会員自らが仕事を創出して行く「会員事業提案」の土壌づくりと、その支援体制整備が必要で
ある。

経営分析・定性評価
・発注者及び区から管理業務を受託している
施設の利用者へお客様満足度調査を実施し、
総合評価の７５点以上がそれぞれ８９．７％と９
５．４％の評価を受けた。その他、受講対象を
民間就業会員に広げた接客研修を１０回開催
（３２１名受講）し、サービス向上を図った。
・今後も会員の増強や受注消化率の向上に努
め、増加する発注に応える努力が必要である。
・公認会計士による外部監査制度を導入し、
適正な会計処理を図るとともに、監事による現
金監査を強化した。
・会員に対する事業理念の周知徹底の外、会
員自らが事業を提案し運営する風土を、更に
整備する必要がある。また、就業や地域活動
時の事務の効率化・迅速化の重要性の浸透を
今後も図る必要がある。
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平
成
1
8
年
度
杉
並
区
財
団
等
運
営
評
価
－
事
業
分
析
Ⅰ
（
事
業
概
要
）

代
表
者

所
管
部
課
係
名

設
立
年
月
日

電
話

発
注
件
数
受
託
件
数
就
業
延
人
員
受
託
金
額
（
千
円
）

1
．
技
術
群

3
9
2
3
8
3
3
,7
4
9
2
3
,2
6
9

2
．
技
能
群

3
,2
3
8
2
,8
6
9
1
2
,6
9
2
9
2
,6
4
7

3
．
事
務
整
理
群

2
1
1
2
0
0
8
,1
2
4
4
4
,5
4
0

4
．
管
理
群

6
2

4
8
6
9
,6
9
0
3
3
9
,8
8
2

5
．
折
衝
外
交
群

4
3

3
9
3
,2
8
1
1
4
,5
1
7

6
．
軽
作
業
群

3
,5
4
9
3
,1
6
4
7
8
,6
2
5
2
0
4
,9
6
7

7
．
サ
ー
ビ
ス
群

7
1
8
5
8
7
4
5
,4
1
7
1
6
3
,9
4
3

8
．
そ
の
他

1
0

0
0

合
　
計

8
,2
1
4
7
,2
9
0
2
2
1
,5
7
8
8
8
3
,7
6
5

2
,6
8
9

1
,8
6
0
人

保
健
福
祉
部
高
齢
者
施
策
課
い
き
が
い
活
動
支
援
係

－
3
3
1
7
-
2
2
1
7

会
長
　
喜
多
村
　
匡
男

昭
和
5
4
年
3
月
1
0
日

社
団
法
人
　
杉
並
区
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー

団
体
名
称

基
本
財
産

組 織 構 成

・
総
会
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
・
地
域
班
（
８
２
班
）

・
理
事
会
（
２
０
）
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
・
事
務
局

　
　
理
事
会
の
下
に
８
つ
の
専
門
部
会
　
　
　
　
　
　
本
部
事
務
局
（
常
勤
1
1
　
嘱
託
１
　
臨
時
1
0
）

・
監
事
（
2
）
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
 　
　
　
　
　
 荻
窪
分
室
（
嘱
託
3
　
臨
時
6
）

・
理
事
・
監
事
選
考
員
会
（
1
1
）
　
　
　
　
　
　
　
　
　
  
 方
南
分
室
〈
常
勤
2
　
嘱
託
１
　
臨
時
1
0
）

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
清
水
分
室
（
常
勤
２
　
嘱
託
１
　
臨
時
１
1
）

※
カ
ッ
コ
内
は
平
成
１
7
年
４
月
１
日
現
在
構
成
員

区
民
高
齢
者
及
び
発
注
者

事 業 規 模事 業 目 的顧 　 客

　
「
高
年
齢
者
等
の
雇
用
の
安
定
等
に
関
す
る
法
律
」
に
よ
り
、
区
市
町
村
に
１
つ
の
設
置
が
認

め
ら
れ
て
い
る
会
員
制
の
団
体
と
し
て
、
次
の
目
的
で
事
業
を
実
施
し
て
い
る
。

①
　
区
民
高
齢
者

一
般
雇
用
に
は
な
じ
ま
な
い
が
働
く
意
欲
を
持
っ
て
い
る
健
康
な
高
齢
者
の
た
め
に
、
地
域
社

会
と
連
携
を
保
ち
な
が
ら
、
そ
の
知
識
、
経
験
及
び
希
望
に
添
っ
た
就
業
機
会
を
確
保
し
、
右
欄

の
事
業
（
但
し
、
就
業
保
障
及
び
収
入
保
障
は
除
く
）
を
行
な
い
、
高
齢
者
の
生
活
感
の
充
実
及

び
福
祉
の
増
進
を
図
る
。

②
　
発
注
者

発
注
者
（
地
域
）
ニ
ー
ズ
に
応
え
る
た
め
会
員
の
技
能
等
の
向
上
を
図
る
と
と
も
に
、
潜
在
ニ
ー
ズ

の
受
注
拡
大
に
取
り
組
み
、
併
せ
て
活
力
の
あ
る
地
域
社
会
づ
く
り
に
寄
与
す
る
。

《
平
成
１
7
年
度
実
績
》

①
　
就
業
機
会
の
開
拓
・
提
供
〈
事
業
目
的
の
①
②
関
連
）

・
本
部
事
務
局
及
び
３
分
室
に
お
い
て
受
託
事
業
に
関
す
る
受
注
、
就
業
者
検
索
、
引
き
合
わ
せ
、
契
約
、
請

求
、
配
分
金
（
就
業
に
対
す
る
報
酬
）
支
払
等
の
事
務
処
理
及
び
就
業
に
必
要
な
機
材
運
搬
を
行
っ
て
い
る
。

・
区
広
報
を
活
用
し
た
Ｐ
Ｒ
を
は
じ
め
､ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
、
新
聞
折
込
み
（
１
７
万
部
）
・
チ
ラ
シ
の
ポ
ス
テ
ィ
ン
グ
(６

万
枚
)･
ﾎ
ﾟｽ
ﾀ
ｰ
掲
示
(２
３
０
枚
)･
各
種
イ
ベ
ン
ト
参
加
時
の
Ｐ
Ｒ
に
よ
り
仕
事
の
開
拓
に
努
め
て
い
る
。

②
研
修
・
講
習
（
事
業
目
的
の
①
関
連
）

・
高
齢
者
に
対
し
事
業
理
念
の
浸
透
を
図
る
た
め
説
明
会
を
年
２
２
回
開
催
し
、
併
せ
て
希
望
者
に
は
入
会
手

続
き
を
行
っ
て
い
る
。

・
接
客
研
修
、
植
木
剪
定
等
の
技
能
講
習
、
公
共
施
設
就
業
者
へ
の
会
員
実
務
研
修
、
役
職
員
研
修
を
実

施
、
ま
た
関
連
機
関
が
実
施
す
る
研
修
・
講
習
に
積
極
的
に
参
加
し
て
い
る
。

③
調
査
研
究
〈
事
業
目
的
の
①
②
関
連
）

・
総
務
、
組
織
、
事
業
の
各
専
門
部
会
（
各
５
回
）

・
女
性
部
運
営
委
員
会
の
外
、
４
つ
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
（
随
時
）

・
就
業
会
員
打
合
せ
会
（
２
３
職
種
）

④
情
報
の
収
集
・
提
供
（
事
業
目
的
の
①
関
連
）

・
関
係
機
関
や
後
述
⑥
で
の
地
域
と
の
情
報
交
換
及
び
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
の
事
業
紹
介
の
外
、
月
刊
紙
へ
受

注
状
況
を
掲
載
し
て
い
る
。

⑤
相
談
（
事
業
目
的
の
①
関
連
）

・
本
部
事
務
局
及
び
３
分
室
で
の
常
設
相
談
に
加
え
、
区
内
１
箇
所
で
就
労
相
談
（
月
４
回
）

⑥
地
域
高
齢
者
社
会
参
加
促
進
事
業
（
事
業
目
的
の
①
②
関
連
）

・
就
業
を
通
じ
て
の
社
会
参
加
の
み
な
ら
ず
、
広
く
高
齢
者
の
社
会
参
加
を
促
進
す
る
た
め
、
地
域
と
の
「
ひ
ざ

こ
ぞ
う
ト
ー
ク
」
や
環
境
を
テ
ー
マ
に
し
た
保
全
型
事
業
を
各
７
回
開
催
。
ま
た
、
お
ぎ
く
ぼ
７
月
祭
及
び
環
境
博

覧
会
へ
「
リ
フ
ォ
ー
ム
フ
ァ
ッ
シ
ョ
ン
シ
ョ
ー
」
で
参
加
し
好
評
を
得
て
い
る
。
そ
の
他
、
本
事
業
と
関
連
性
が
あ
る

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー
就
業
モ
デ
ル
事
業
に
お
い
て
も
、
地
域
団
体
と
の
交
流
や
パ
ソ
コ
ン
講
習
会
等
の
講
師
と
し
て

会
員
が
積
極
的
に
活
動
し
て
い
る
。

①
　
財
政
支
援

国
、
東
京
都
に
お
け
る
補
助
金
制
度
に
対
応
し
た
、
現
行
補
助
の
継
続
交
付
を
お
願
い
し
た
い
。

②
事
業
支
援

ア
.区
発
注
の
業
務
受
託
に
関
し
、
就
業
会
員
の
減
員
や
就
業
時
間
削
減
に
精
一
杯
対
応
し
て
い
る
現
状
を

理
解
頂
き
、
今
後
の
発
注
に
考
慮
願
い
た
い
。

イ
.区
か
ら
の
業
務
発
注
は
、
多
く
の
高
齢
者
の
就
業
の
場
と
な
っ
て
い
る
た
め
、
今
後
も
継
続
並
び
に
新
規
業

務
の
発
注
を
願
い
た
い
。
特
に
知
的
分
野
へ
の
就
業
を
希
望
す
る
会
員
が
増
え
て
い
る
こ
と
か
ら
活
用
さ
れ
た

い
。
ウ
.会
員
の
地
域
活
動
に
加
え
、
地
域
高
齢
者
や
地
域
住
民
と
も
広
く
地
域
高
齢
者
支
援
活
動
の
推
進
を
図
る

た
め
、
行
政
行
事
や
地
域
活
動
団
体
等
と
の
連
携
が
図
れ
る
速
や
か
な
情
報
提
供
を
願
い
た
い
。

③
　
分
析
指
標
の
見
直
し

公
益
法
人
会
計
基
準
の
改
正
に
よ
り
、
１
８
年
度
か
ら
は
従
来
の
収
支
計
算
か
ら
企
業
会
計
と
同
様
の
損
益
計

算
の
財
務
諸
表
に
よ
る
会
計
処
理
と
な
る
た
め
、
経
営
評
価
表
（
経
営
分
析
定
量
指
標
）
の
見
直
し
を
願
い
た

い
。

　
年
度
末
会
員
数
　
〔
会
員
数
÷
6
0
歳
以
上
人
口
〕

〔
粗
入
会
率
　
 2
.2
%
〕

　
年
間
就
業
実
人
員
　
〔
就
業
会
員
÷
登
録
会
員
〕

〔
就
業
率
　
　
 6
9
.2
%
〕

事 業 内 容 区 へ の 要 望

fujisaku-takahi
65



平
成
1
8
年
度
杉
並
区
財
団
等
運
営
評
価
－
事
業
分
析
Ⅱ
（
事
業
評
価
指
標
）

目
標
値
目
標
年
度

人
2
,5
1
6
2
,6
1
7
2
,6
7
2
2
,7
8
4
1
7

件
1
3
,0
7
0
1
4
,2
9
3
1
5
,0
9
8
1
5
,3
7
8
1
7

コ
ー
ス

7
（
累
計
　
2
0
）

9
（
累
計
　
2
9
）

7
（
累
計
　
3
6
）
（
5
ヵ
年
累
計
）

2
8
1
7

人
2
0
7
,2
9
5
2
2
3
,1
3
8
2
2
1
,5
7
8
2
2
0
,3
4
7
1
7

事
業

0
（
累
計
　
1
0
）

9
（
累
計
　
1
9
）

1
（
累
計
　
2
0
）
（
5
ヵ
年
累
計
）

2
0
1
7

％
5
4
.5

5
4
.7

5
4
.4

5
5
.4
1
7

％
9
0
.4

9
0
.5

8
8
.8

9
5
.0
1
7

千
円

7
1
,4
0
9
7
6
,7
8
8
7
5
,8
4
0
7
5
,8
5
6
1
7

①
当
団
体
に
は
、
区
内
高
齢
者
と
発
注
者
の
顧
客
が
存
在
す
る
た
め
、
双
方
に
関
連
の
あ
る
目
標
設
定
を
行
い
、

中
長
期
計
画
に
連
動
す
る
指
標
の
目
標
値
は
こ
れ
に
改
め
た
。

②
現
状
の
分
析
・
評
価
か
ら
目
標
を
設
定
し
、
そ
の
目
標
値
は
分
析
を
表
わ
し
た
結
果
と
な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
ほ
と

ん
ど
の
目
標
年
度
を
１
７
年
度
と
し
た
が
、
ス
キ
ル
講
習
及
び
自
主
運
営
事
業
の
拡
大
は
、
当
初
、
平
成
１
５
年
度

ま
で
の
３
ヵ
年
を
目
標
年
度
と
し
、
そ
の
後
の
平
成
１
６
･１
７
年
度
は
、
東
京
都
の
支
援
方
針
に
よ
る
内
容
を
盛
込

み
目
標
値
を
設
定
し
た
。

③
会
員
数
と
就
業
率
に
つ
い
て
は
年
度
末
の
ポ
イ
ン
ト
値
で
は
な
く
、
各
月
末
の
平
均
値
を
採
用
し
た
。

④
ス
キ
ル
講
習
に
つ
い
て
は
、
東
京
都
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
連
合
と
の
連
携
に
よ
る
講
習
を
実
施
し
、
講
習

コ
ス
ト
も
視
野
に
入
れ
た
コ
ー
ス
目
標
値
の
設
定
を
行
っ
た
。

⑤
事
務
費
収
入
は
、
公
益
法
人
と
し
て
の
適
正
な
内
部
留
保
率
（
１
０
０
％
～
１
２
０
％
）
に
基
準
を
お
き
、
当
面
、
現

行
事
務
費
率
の
ま
ま
維
持
し
た
。

⑥
中
長
期
計
画
（
１
７
～
２
６
年
度
）
を
策
定
し
、
４
つ
の
基
本
指
針
を
設
定
し
た
。
計
画
実
行
の
流
れ
は
、
長
期
的

（
１
０
年
）
な
見
地
で
重
点
事
項
を
定
め
実
績
目
標
を
設
定
し
、
中
期
計
画
で
そ
れ
ら
を
具
体
化
し
計
画
的
に
取
り

組
む
こ
と
と
し
た
。

現
状
の
分
析
・
評
価

①
事
業
収
入
に
関
し
て
は
公
共
･企
業
は
減
少
傾
向
に
あ
り
、
個
人
・
独
自
事
業
は
微
増
と
な
っ
て
い
る
が
、
４
年

目
を
迎
え
た
Ｃ
Ｓ
運
動
の
成
果
も
あ
り
、
地
域
住
民
か
ら
の
仕
事
の
申
込
み
が
増
え
、
延
受
注
件
数
で
は
都
内
５
８

シ
ル
バ
ー
で
ト
ッ
プ
と
な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
パ
ソ
コ
ン
教
室
や
作
品
販
売
を
初
め
と
し
た
独
自
事
業
が
着
実
に
地
域

に
浸
透
し
た
事
業
と
な
っ
て
い
る
。

②
収
支
状
況
の
改
善
に
努
め
た
結
果
、
内
部
留
保
率
が
１
９
５
.４
％
と
な
り
前
年
度
に
比
べ
２
０
.８
.ポ
イ
ン
ト
上
昇

し
、
毎
年
度
上
方
向
に
推
移
し
て
い
る
。

③
８
つ
の
指
標
の
う
ち
６
つ
に
つ
い
て
は
、
目
標
を
上
回
る
か
ほ
ぼ
目
標
に
近
い
結
果
と
な
っ
て
い
る
が
、
月
平
均

会
員
数
と
受
注
消
化
率
は
達
成
率
が
低
く
な
っ
て
い
る
。
前
者
は
、
入
会
説
明
会
後
の
入
会
率
は
変
わ
ら
な
い
も

の
の
説
明
会
へ
の
出
席
者
が
減
少
（
２
年
度
前
に
比
べ
約
１
０
０
名
減
）
、
後
者
は
、
前
年
度
比
で
受
託
件
数
の
１
０

５
.０
％
増
に
対
し
発
注
件
数
が
１
０
７
.１
％
増
と
上
回
り
、
仕
事
の
申
込
み
が
増
加
し
て
い
る
こ
と
に
起
因
し
て
い
る
。

今
後
は
、
入
会
説
明
会
の
開
催
方
法
を
工
夫
す
る
な
ど
し
、
会
員
増
強
や
発
注
が
多
い
職
種
へ
の
適
切
な
会
員

配
置
が
必
要
で
あ
る
。

④
「
自
主
運
営
事
業
の
拡
大
」
で
の
本
年
度
実
績
は
１
事
業
で
、
他
の
指
標
に
比
べ
実
績
値
が
少
な
い
が
、
昨
年

度
に
公
衆
浴
場
組
合
の
協
力
を
得
て
実
施
し
た
９
種
の
事
業
が
定
着
し
て
お
り
、
全
体
的
に
は
充
実
し
た
成
果
と

な
っ
て
い
る
。

各
月
の
就
業
実
人
員
計
÷
各
月
末
会
員
数
計

年
間
就
業
率
（
年
間
の
就
業
実
人
員
／
年
度
末
会
員
数
）
で
は
な
く
、
よ
り
実
態

を
表
わ
す
月
平
均
就
業
率
を
採
用

年
間
受
託
件
数
÷
年
間
発
注
件
数

事
務
費
収
入
＝
配
分
金
収
入
×
事
務
費
率
(１
０
％
）

　
※
 受
託
金
額
＝
配
分
金
（
就
業
会
員
の
報
酬
）
＋
材
料
費
（
実
費
）
＋
事
務
費

目
標
設
定
の
考
え
方

⑧
事
務
費
収
入

成 果 指 標

⑥
月
平
均
就
業
率

就
業
会
員
の
年
間
総
稼
働
日
数
で
、
日
に
１
時
間
の
就
業
で
あ
っ
て
も
１
人
、
７

時
間
の
就
業
で
あ
っ
て
も
１
人
と
カ
ウ
ン
ト

平
成
１
３
～
平
成
１
５
の
３
ヵ
年
目
標
で
自
主
運
営
事
業
を
１
６
事
業
に
拡
大
し
、

最
終
目
標
の
平
成
１
７
に
累
計
事
業
数
を
２
０
事
業
と
す
る
。

月
単
位
で
実
績
の
あ
っ
た
受
託
件
数
の
累
計

受
託
期
間
が
１
ヵ
年
で
あ
っ
て
、
毎
月
実
績
の
あ
っ
た
も
の
は
１
２
と
カ
ウ
ン
ト

平
成
1
3
～
平
成
1
5
の
3
ヵ
年
で
、
介
助
･育
児
・
特
殊
技
術
等
で
家
庭
か
ら
の
需

要
が
見
込
ま
れ
る
1
8
ｺ
ｰ
ｽ
を
実
施
、
最
終
目
標
の
平
成
1
7
に
累
計
ｺ
ｰ
ｽ
数
を
2
0

ｺ
ｰ
ｽ
と
す
る
。

各
月
末
会
員
数
の
和
を
１
２
で
除
す

年
度
内
に
会
員
の
移
動
（
入
退
会
）
が
あ
る
た
め
月
平
均
会
員
数
を
採
用

①
月
平
均
会
員
数

指
標
名

単
位

目
標

1
6
年
度
実
績
1
7
年
度
実
績

式
・
具
体
的
内
容

1
5
年
度
実
績

⑦
受
託
消
化
率

活 動 指 標

③
ス
キ
ル
講
習

④
就
業
延
日
人
員

⑤
自
主
運
営
事
業
の
拡
大

②
延
受
託
件
数
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平
成
1
8
年
度
杉
並
区
財
団
等
運
営
評
価
－
事
業
分
析
Ⅲ
（
事
業
の
推
移
）

算
式
・
説
明

単
位
１
３
年
度
１
４
年
度
１
５
年
度
１
６
年
度
１
７
年
度

備
考

総
収
入
（
経
常
収
入
）

千
円
9
2
0
,7
8
3
9
4
6
,0
4
9
1
,0
2
0
,3
4
7
1
,0
7
6
,9
7
9
1
,0
8
1
,2
8
1

国
、
東
京
都
、
杉
並
区
の
合
計

千
円
1
8
6
,6
9
2
1
8
2
,7
2
0
1
8
3
,6
2
3
1
7
9
,7
4
5
1
8
3
,2
7
6

事
業
収
入
＋
掛
金
収
入

千
円
7
2
9
,7
4
8
7
5
8
,1
7
4
8
3
1
,5
9
3
8
9
1
,6
5
9
8
8
3
,9
2
3

千
円
4
2
6
,8
8
2
4
1
7
,2
2
5
4
4
6
,0
6
1
4
8
3
,6
1
7
4
7
9
,9
7
0

千
円

0
0

0
0

0

千
円
7
2
6
,7
3
9
7
5
7
,6
7
9
8
3
0
,9
8
0
8
9
0
,7
2
4
8
8
3
,7
6
5

受
益
者
負
担
比
率

受
益
者
負
担
÷
総
事
業
費

％
9
2
.3

9
3
.7

9
4
.3

9
4
.4

9
3
.4

総
支
出
（
経
常
支
出
）

千
円
9
1
7
,0
1
7
9
2
3
,4
2
5
9
9
7
,5
3
9
1
,0
6
0
,1
9
2
1
,0
6
9
,3
4
8

事
業
に
係
る
人
件
費
を
含
む

千
円
7
8
7
,6
5
1
8
0
8
,1
9
9
8
8
1
,2
2
6
9
4
3
,7
0
7
9
4
6
,3
6
9

区
か
ら
の
受
託
事
業
に
係
る
人
件
費
を
含
む
千
円
4
1
7
,6
3
0
4
0
9
,7
5
5
4
3
9
,2
5
9
4
7
4
,4
5
9
4
7
3
,1
1
0

管
理
に
係
る
人
件
費
を
含
む

千
円
1
2
9
,3
6
5
1
1
5
,2
2
6
1
1
6
,3
1
2
1
1
6
,4
8
4
1
1
0
,5
6
7

千
円
1
7
6
,2
6
5
1
6
9
,6
0
8
1
7
0
,5
4
7
1
7
1
,8
1
2
1
7
6
,9
9
7

千
円
2
2
,5
0
1
2
4
,6
6
3
2
8
,0
6
2
2
8
,3
4
0
3
0
,1
3
1

千
円
1
2
5
,5
2
5
1
5
4
,9
0
9
1
9
3
,5
1
2
2
1
3
,4
1
0
2
2
4
,2
2
5

千
円
8
3
,7
8
1
9
0
,9
1
6
1
0
7
,1
7
9
1
0
8
,5
4
2
1
0
6
,3
3
4

千
円
4
1
,7
4
3
6
3
,9
9
3
8
6
,3
3
3
1
0
4
,8
6
8
1
1
7
,8
9
0

千
円

0
0

0
0

0

役
員
、
派
遣
職
員
、
固
有
職
員
の
総
数
人

8
2

7
9

7
8

7
7

7
9

事
務
局
長
（
常
勤
固
有
職
員
）
兼
務

人
1

1
1

1
1

理
事
、
監
事

人
2
0

2
1

2
2

2
2

2
1

区
か
ら
の
派
遣
職
員

人
0

0
0

0
0

事
務
局
長
を
除
く

人
1
4

1
4

1
4

1
4

1
4

嘱
託
、
パ
ー
ト
タ
イ
ム
、
ア
ル
バ
イ
ト
を
含
む
人

4
7

4
3

4
1

4
0

4
3

就
業
延
日
人
員

人
1
8
7
,0
2
7
1
8
5
,9
8
3
2
0
7
,2
9
5
2
2
3
,1
3
8
2
2
1
,5
7
8

サ
ー
ビ
ス
利
用
年
間
延
べ
人
数
÷
職
員
数
人

5
,3
4
3
5
,4
7
0
6
,2
8
1
6
,7
6
1
6
,5
1
7

事
業
収
入
直
接
費
÷
就
業
延
日
人
員

円
4
,1
4
7
4
,2
4
0
4
,1
3
5
4
,1
1
7
4
,1
3
9

事
業
収
入
直
接
費
÷
延
受
託
件
数

円
8
0
,7
4
1
7
1
,5
8
5
6
5
,5
8
6
6
4
,2
8
6
6
0
,7
5
4

管
理
・
事
業
拡
充
費
÷
月
平
均
会
員
数
円
6
2
,2
3
5
5
6
,5
7
3
5
5
,7
7
3
5
4
,0
1
1
5
6
,9
1
5

※
　
千
円
単
位
の
も
の
は
、
千
円
未
満
を
切
り
捨
て
、
円
単
位
の
も
の
は
１
円
未
満
を
切
り
捨
て
。
　
　
％
に
つ
い
て
は
、
小
数
点
以
下
第
２
位
を
四
捨
五
入
。

職
員
数
は
換
算
値
に
よ
る

 内
　
区
か
ら
の
受
託
事
業
に
係
る
人
件
費

常
勤
役
員
数

非
常
勤
役
員
数

派
遣
職
員
数

常
勤
固
有
職
員
数

非
常
勤
固
有
職
員
数

会
員
就
業
１
人
１
日
当
り
直
接
費

総
職
員
数

サ
ー
ビ
ス
利
用
年
間
延
べ
人
数

職
員
一
人
当
た
り
サ
ー
ビ
ス
利
用
人
数

事
業
収
入

基
本
財
産
運
用
収
入
額

　
内
　
区
か
ら
の
受
託
事
業
費

資
産

正
味
財
産

負
債

基
本
財
産
額

り コ ス ト

単 位 当 た

全
事
業
の
事
業
費

 内
　
区
か
ら
の
受
託
事
業
の
事
業
費

管
理
費

総
人
件
費

受
託
１
件
当
り
直
接
費

会
員
１
人
当
り
管
理
・
事
業
拡
充
費

組   織 サ ー ビ ス

内  訳

項
目

財  務  状  況

総 収 入 の う ち

補
助
金
収
入

総 支 出 の う ち

受
益
者
負
担
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平
成
1
8
年
度
財
団
等
経
営
評
価
　
運
営
評
価
表
（
経
営
分
析
定
量
指
標
）

指
標

算
定
式

単
位
１
５
年
度
１
６
年
度
１
７
年
度

特
記
事
項

参
考

1
事
業
費
の
対
計
画
比
率
全
事
業
の
事
業
費
（
決
算
額
）
÷
当
初
予
算
事
業
費
額
×
１
０
０
％

1
0
5
.2
1
0
5
.1

9
8
.1

2
経
常
収
支

経
常
収
入
（
総
収
入
）
ー
経
常
支
出
（
総
支
出
）

千
円
2
2
,8
0
8
1
6
,7
8
7
1
1
,9
3
3

通
常
黒
字
が
望
ま
し
い

3
経
常
収
支
比
率

経
常
収
入
÷
経
常
支
出
×
１
０
０

％
1
0
2
.3
1
0
1
.6
1
0
1
.1

通
常
１
０
０
％
以
上
が
望
ま
し
い

4
事
業
収
入
合
計
の
伸
長
率
当
該
年
度
の
事
業
収
入
÷
前
年
度
の
事
業
収
入
×
１
０
０

％
1
0
9
.7
1
0
7
.2

9
9
.1

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

5
経
常
収
入
の
伸
長
率

当
該
年
度
の
経
常
収
入
÷
前
年
度
の
経
常
収
入
×
１
０
０

％
1
0
7
.9
1
0
5
.6
1
0
0
.4

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

6
事
業
費
比
率

全
事
業
の
事
業
費
÷
経
常
支
出
×
１
０
０

％
8
8
.3

8
9
.0

8
8
.5

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

7
管
理
費
比
率

管
理
費
÷
経
常
支
出
×
１
０
０

％
1
1
.7

1
1
.0

1
0
.3

通
常
減
少
が
望
ま
し
い

8
補
助
金
収
入
依
存
度

補
助
金
収
入
÷
総
収
入
合
計
×
１
０
０

％
1
8
.0

1
6
.7

1
6
.9

通
常
減
少
が
望
ま
し
い

9
収
益
事
業
比
率

収
益
事
業
の
事
業
費
÷
全
事
業
の
事
業
費
×
１
０
０

％
－

－
－

公
益
事
業
経
費
の
補
完
を
目

的
と
す
る
収
益
事
業
は
な
し

1
0
区
委
託
事
業
依
存
度

区
委
託
事
業
費
÷
全
事
業
の
事
業
費
×
１
０
０

  
(補
助
金
は
含
ま
ず
）

％
4
9
.8

5
0
.3

5
0
.0

1
1
正
味
財
産
構
成
比
率

正
味
財
産
÷
（
負
債
+
正
味
財
産
）
×
１
０
０

％
4
4
.6

4
9
.1

5
2
.6

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

1
2
基
本
財
産
運
用
収
入
率
基
本
財
産
運
用
収
入
額
÷
基
本
財
産
額
×
１
０
０

％
－

－
－

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

1
3
経
常
支
出
人
件
費
比
率
総
人
件
費
÷
経
常
支
出
×
１
０
０

％
1
7
.1

1
6
.2

1
6
.6

通
常
減
少
が
望
ま
し
い

1
4
常
勤
役
員
比
率

常
勤
役
員
数
÷
総
職
員
数
（
非
常
勤
役
員
を
除
く
）
×
１
０
０
％

1
.8

1
.8

1
.7

通
常
減
少
が
望
ま
し
い

1
5
常
勤
役
員
人
件
費
比
率
常
勤
役
員
人
件
費
÷
総
人
件
費
×
１
０
０

％
4
.6

4
.6

4
.4

通
常
減
少
が
望
ま
し
い

1
6
管
理
費
比
率
の
削
減
率
(1
－
当
該
年
度
の
管
理
費
比
率
÷
前
年
度
の
管
理
費
比
率
）
×
１
０
０
％

6
.4

6
.0

6
.4

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

1
7
資
産
回
転
率
(回
）

総
収
入
÷
資
産

回
5
.3

5
.0

4
.8

通
常
１
回
以
上
が
望
ま
し
い

1
8
職
員
１
人
あ
た
り
事
業
収
入
事
業
収
入
÷
総
職
員
数
（
非
常
勤
役
員
を
除
く
）

千
円
2
5
,1
9
9
2
7
,0
1
9
2
5
,9
9
7
職
員
数
は
換
算
値
に
よ
る
通
常
増
加
が
望
ま
し
い

1
9
資
産
剰
余
率

剰
余
金
（
当
期
正
味
財
産
増
加
額
）
÷
資
産
×
１
０
０

％
1
1
.5

8
.7

5
.8

通
常
増
加
が
望
ま
し
い

2
0
損
益
分
岐
点

固
定
費
÷
｛
1
ー
（
変
動
費
÷
総
収
入
）
｝

千
円
9
3
3
,6
0
1
1
,0
0
1
,3
1
6
1
,0
8
3
,3
8
2

2
1
損
益
分
岐
点
比
率

損
益
分
岐
点
÷
総
収
入
×
１
０
０

％
9
1
.5

9
3
.0
1
0
0
.2

通
常
９
０
％
未
満
が
望
ま
し
い

※
金
額
は
、
千
円
未
満
を
切
り
捨
て
。
％
及
び
回
に
つ
い
て
は
、
小
数
点
以
下
第
２
位
を
四
捨
五
入
。

分
野

経 済 性自  立  性計  画  性 健  全  性 効 率 性
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平
成
1
8
年
度
財
団
等
経
営
評
価
　
運
営
評
価
表
（
経
営
分
析
定
性
指
標
）

指
  
  
  
 標

評
価
分
野
の
点
数
（
1
0
0
点
）

1
経
営
戦
略
及
び
経
営
目
標
達
成
の
進
捗
状
況
管
理
の
手
段
と
し
て
、
中
長
期
経
営
計
画
が
策
定
さ
れ
て
い
る
か

○
計
画
性

2
年
次
事
業
計
画
書
・
収
支
予
算
書
が
､中
長
期
経
営
計
画
に
基
づ
く
短
期
的
行
動
指
針
と
し
て
作
成
さ
れ
て
い
る
か

○

3
中
長
期
経
営
計
画
や
年
次
事
業
計
画
の
策
定
に
当
た
っ
て
区
の
行
政
サ
ー
ビ
ス
に
関
す
る
計
画
と
の
整
合
性
が
確
保
さ
れ
て
い
る
か

○

4
年
次
計
画
と
年
次
実
績
と
の
乖
離
原
因
の
分
析
と
結
果
が
次
年
度
以
降
の
計
画
へ
反
映
さ
れ
て
い
る
か

△

評 価 の 根 拠 5
事
業
内
容
と
団
体
の
設
立
目
的
が
合
致
し
て
い
る
か

○
目
的
適
合
性

6
事
業
目
標
(定
量
的
数
値
)の
設
定
方
法
が
妥
当
か

○

7
団
体
が
提
供
す
る
サ
ー
ビ
ス
等
に
対
す
る
顧
客
の
満
足
度
を
調
査
・
分
析
し
て
い
る
か

○

8
新
規
事
業
の
企
画
段
階
ま
た
は
新
し
い
商
品
や
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
を
開
始
す
る
際
に
顧
客
の
ニ
ー
ズ
を
調
査
・
分
析
し
て
い
る
か

△

評 価 の 根 拠 9
管
理
者
及
び
職
員
の
能
力
育
成
体
制
が
整
備
さ
れ
て
い
る
か

△
健
全
性

1
0
意
思
決
定
及
び
業
務
の
妥
当
性
を
確
保
す
る
た
め
の
管
理
体
制
が
で
き
て
い
る
か

○

1
1
財
産
管
理
や
会
計
処
理
が
適
正
に
行
わ
れ
て
い
る
か
。
ま
た
、
監
査
の
体
制
が
整
備
さ
れ
て
い
る
か

○

1
2
区
か
ら
の
財
政
的
支
援
（
補
助
金
）
に
依
存
し
な
い
経
営
努
力
を
行
っ
て
い
る
か

○

1
3
個
人
情
報
の
管
理
と
情
報
公
開
は
適
正
に
行
わ
れ
て
い
る
か

△

評 価 の 根 拠

○
：
十
分
で
き
て
い
る
、
△
：
お
お
む
ね
で
き
て
い
る
、
×
：
で
き
て
い
な
い
　
　

8
8

8
8

8
0

　
9
　
各
種
研
修
（
独
自
、
上
部
団
体
、
ブ
ロ
ッ
ク
）
へ
積
極
参
加
す
る
外
、
職
員
の
研
修
派
遣
制
度
に
よ
り
昇
格
時
に
他
シ
ル
バ
ー
へ
研
修
派
遣
を
実
施

1
0
　
理
事
会
（
毎
月
開
催
）
、
専
門
部
会
、
そ
の
他
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
、
上
部
団
体
の
業
務
指
導
に
よ
り
確
保

1
1
　
年
次
・
月
次
・
日
次
の
チ
ェ
ッ
ク
体
制
を
強
化
し
、
公
益
法
人
会
計
基
準
に
よ
り
処
理
。
内
部
監
査
（
現
金
取
扱
の
出
先
就
業
拠
点
で
の
現
金
監
査
を

含
む
）
、
上
部
団
体
の
公
認
会
計
士
に
よ
る
指
導
を
受
け
指
摘
事
項
を
改
善

1
2
　
自
主
財
源
と
な
る
事
務
費
率
と
正
会
員
会
費
額
の
改
定
後
、
そ
の
水
準
を
維
持
し
、
消
耗
品
購
入
等
経
常
コ
ス
ト
を
削
減

1
3
 個
人
情
報
保
護
要
綱
、
情
報
公
開
要
綱
を
制
定
。
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
構
成
を
改
善
し
事
業
紹
介
や
情
報
の
発
信
を
充
実
。
今
後
は
経
営
状
況
の
公
開
を

予
定

1
　
１
７
 年
度
に
中
長
期
計
画
を
策
定

2
　
中
長
期
計
画
に
基
づ
き
単
年
度
の
事
業
と
予
算
を
編
成

3
　
Ｃ
Ｓ
運
動
を
は
じ
め
と
し
た
区
の
方
針
に
沿
っ
て
サ
ー
ビ
ス
提
供
を
実
施
す
る
外
、
国
（
厚
生
労
働
省
）
・
都
の
政
策
と
も
一
致
し
て
い
る
。

4
　
毎
年
１
月
の
事
業
と
予
算
編
成
時
に
実
施
し
、
専
門
部
会
や
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
で
の
調
査
・
検
討
を
総
合
的
に
調
整
し
事
業
に
反
映

 健   全   性分
 野

計  画  性 目  的  適  合  性

5
　
定
款
に
定
め
る
事
業
を
実
施
の
外
、
国
が
指
定
す
る
「
地
域
高
齢
者
社
会
参
加
促
進
事
業
」
に
も
積
極
的
に
参
画

6
　
算
定
式
を
十
分
理
解
し
数
値
を
定
め
て
い
る
。

7
　
発
注
者
へ
は
調
査
対
象
職
種
を
広
げ
２
種
類
の
サ
ン
プ
ル
調
査
を
実
施
し
、
会
員
へ
は
未
就
業
会
員
調
査
と
職
種
別
就
業
会
員
打
合
せ
会
を
開
催

8
　
今
後
は
更
に
広
く
区
民
高
齢
者
の
就
業
や
社
会
参
加
に
関
す
る
ニ
ー
ズ
の
把
握
が
鍵
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平
成
1
8
年
度
財
団
等
経
営
評
価
　
運
営
評
価
表
（
経
営
分
析
定
性
指
標
）

指
  
  
  
 標

評
価
分
野
の
点
数
（
1
0
0
点
）

分
 野

1
4
予
算
節
約
度
の
原
因
分
析
結
果
が
業
績
改
善
へ
結
び
つ
け
ら
れ
て
い
る
か

○
効
率
性

1
5
人
件
費
を
削
減
す
る
た
め
の
工
夫
が
凝
ら
さ
れ
て
い
る
か

△

1
6
資
産
運
用
効
率
を
改
善
す
る
た
め
の
工
夫
が
凝
ら
さ
れ
て
い
る
か

○

1
7
事
務
処
理
の
効
率
を
改
善
す
る
た
め
の
工
夫
が
凝
ら
さ
れ
て
い
る
か

△

1
8
業
務
の
効
率
化
、
コ
ス
ト
ダ
ウ
ン
の
た
め
に
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ
(外
部
委
託
)を
活
用
し
て
い
る
か

○

評 価 の 根 拠 1
9
同
種
の
事
業
形
態
、
同
規
模
の
他
団
体
を
業
績
向
上
の
比
較
対
象
と
し
て
設
定
し
、
業
績
改
善
の
努
力
を
行
っ
て
い
る
か

○
経
済
性

2
0
サ
ー
ビ
ス
コ
ス
ト
低
減
の
た
め
の
努
力
(施
策
)を
行
っ
て
い
る
か

△

2
1
物
品
の
調
達
コ
ス
ト
低
減
の
た
め
の
努
力
(施
策
)を
行
っ
て
い
る
か

○

2
2
交
渉
や
入
札
等
に
よ
り
外
部
委
託
コ
ス
ト
(業
務
委
託
費
)低
減
の
た
め
の
努
力
(施
策
)を
行
っ
て
い
る
か

△

2
3
事
業
収
入
を
増
加
さ
せ
る
た
め
の
努
力
(施
策
)を
行
っ
て
い
る
か

○

評 価 の 根 拠

8
0

効  率  性

8
0

1
9
　
第
３
ブ
ロ
ッ
ク
（
豊
島
・
練
馬
・
中
野
・
板
橋
・
新
宿
・
杉
並
の
各
区
シ
ル
バ
ー
）
内
で
の
情
報
交
換
を
行
い
、
都
内
シ
ル
バ
ー
で
先
行
し
て
い
る
事
業
 を

採
用
2
0
　
一
部
職
種
に
お
い
て
発
注
量
に
よ
る
割
引
制
を
設
け
る
外
、
受
注
単
価
に
つ
い
て
は
第
３
ブ
ロ
ッ
ク
に
お
い
て
毎
年
調
整

2
1
　
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
で
の
安
価
物
件
や
カ
タ
ロ
グ
販
売
を
利
用

2
2
　
封
筒
類
の
簡
易
印
刷
物
を
専
門
印
刷
業
者
に
移
行
す
る
外
、
簡
易
な
チ
ラ
シ
や
ポ
ス
タ
ー
に
つ
い
て
は
内
部
で
制
作
・
印
刷

2
3
　
お
客
様
満
足
度
調
査
の
結
果
か
ら
効
率
化
と
迅
速
化
を
検
討
。
家
事
援
助
サ
ー
ビ
ス
等
の
就
業
グ
ル
ー
プ
に
お
い
て
就
業
会
員
自
ら
が
仕
事
の
手

配
を
実
施
し
、
単
発
職
種
で
採
用
の
「
承
り
書
」
に
よ
る
受
注
事
務
の
迅
速
化
を
ほ
ぼ
完
了
し
た
。
そ
の
他
、
Ｗ
ｅ
ｂ
受
注
に
よ
る
事
務
処
理
の
効
率
化
を
検

討

経  済  性

1
4
  
次
期
繰
越
収
支
差
額
は
３
８
，
９
３
４
 千
円
（
前
年
度
比
１
４
４
.２
％
）
、
当
期
正
味
財
産
増
加
額
は
１
３
,０
２
２
千
円
（
前
年
度
比
７
０
.３
％
）
と
な
り
、
期
末

正
味
財
産
合
計
額
を
１
１
７
,８
９
１
千
円
（
前
年
度
比
１
１
２
.４
％
）
計
上

1
5
　
業
務
Ｏ
Ａ
処
理
シ
ス
テ
ム
導
入
に
よ
る
事
務
効
率
化
を
図
り
、
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
業
務
の
一
部
と
器
材
運
搬
を
会
員
活
用
に
よ
り
処
理

1
6
　
公
益
法
人
と
し
て
許
さ
れ
る
範
囲
内
で
運
用

1
7
　
全
職
員
に
パ
ソ
コ
ン
を
配
置
し
、
オ
ン
ラ
イ
ン
に
よ
り
本
部
・
分
室
間
で
業
務
デ
ー
タ
を
始
め
と
す
る
あ
ら
ゆ
る
デ
ー
タ
を
共
有
。
独
自
Ｏ
Ａ
シ
ス
テ
ム
に
よ

る
事
業
及
び
予
算
の
管
理
。
利
用
代
金
の
支
払
方
法
で
あ
る
コ
ン
ビ
ニ
エ
ン
ス
収
納
に
加
え
口
座
自
動
振
替
シ
ス
テ
ム
を
検
討
し
、
１
８
年
度
実
施
に
向
け

対
象
者
へ
利
用
案
内
を
送
付
し
た
。

1
8
　
当
団
体
に
は
様
々
な
経
験
や
能
力
を
持
つ
会
員
が
い
る
。
こ
の
人
材
を
積
極
的
に
活
用
す
る
た
め
調
査
・
集
計
等
を
会
員
へ
委
託
し
、
事
業
運
営
面

で
も
会
員
の
自
主
運
営
形
態
を
前
進
さ
せ
て
い
る
。
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平
成
1
8
年
度
杉
並
区
財
団
等
経
営
評
価
に
よ
る
改
善
計
画

代
表
者

電
話

3
3
1
7
-
2
2
1
7

会
長
　
喜
多
村
　
匡
男

・
事
業
理
念
と
安
全
就
業
へ
の
振
り
返
り

・
公
益
性
と
収
益
性
の
バ
ラ
ン
ス
を
保
ち
事
業
運
営
を
行
う
。

・
中
長
期
計
画
に
基
づ
き
「
地
域
と
虹
の
つ
な
が
り
」
を
目
指
す
。

・
１
８
年
度
か
ら
「
新
公
益
法
人
会
計
基
準
」
に
よ
る
会
計
処
理
を
実
施
す
る
。

団
体
名
称

社
団
法
人
　
杉
並
区
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー

主 な 取 り 組 み

最 近 五 年 間 の

成 果 ・ 反 省

前 年 度 の 取 り 組 み

組 み ・ 目 標

今 年 度 の 取 り

《
組
織
・
人
事
》

・
社
会
動
向
等
を
テ
ー
マ
と
し
た
役
職
員
研
修
を
継
続
開
催
し
、
課
題
解
消
に
あ
た
る
。

・
配
置
異
動
と
業
務
分
担
の
見
直
し
に
よ
る
組
織
の
活
性
化
を
図
る
。

《
事
業
》

・
指
定
管
理
者
制
度
へ
の
参
入
を
図
る
た
め
専
門
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
を
編
成
し
、
指
定
者
獲
得
に
取
り
組
む
。

・
Ｗ
eb
受
注
の
導
入
に
よ
り
３
６
５
日
２
４
時
間
い
つ
で
も
仕
事
の
申
込
み
が
可
能
な
環
境
を
整
備
す
る
。

・
増
加
傾
向
に
あ
る
就
業
事
故
防
止
対
策
の
強
化
を
図
る
。

・
接
客
研
修
受
講
の
対
象
職
種
を
広
げ
Ｃ
Ｓ
運
動
を
推
進
す
る
外
、
会
員
向
け
パ
ソ
コ
ン
講
習
を
開
催
し
ＩＴ
化
が
進
む
就
業
実
態
に
対
応
す
る
。

《
経
費
構
造
》

・
公
益
性
と
収
益
性
を
念
頭
に
お
き
、
公
益
法
人
と
し
て
の
活
動
を
活
発
化
さ
せ
る
た
め
研
修
・
講
習
や
地
域
貢
献
事
業
に
効
果
的
な
資
金
投
入
を
行
う
。

・
会
員
交
流
と
地
域
交
流
の
促
進
の
た
め
、
地
区
地
域
班
の
事
業
や
行
事
の
支
援
を
行
う
。

・
１
２
年
度
当
期
収
支
の
赤
字
を
受
け
、
事
務
費
率
の
見
直
し
、
経
費
執
行
の
凍
結
や
圧
縮
を
実
施
し
た
。
（
1
3
年
度
）

・
ﾊ
ﾟｿ
ｺ
ﾝ
指
導
、
ｴ
ｱ
ｺ
ﾝ
清
掃
等
の
就
業
会
員
育
成
を
図
り
、
新
分
野
へ
の
事
業
を
展
開
。
中
で
も
ﾊ
ﾟｿ
ｺ
ﾝ
指
導
者
育
成
は
「
団
塊
の
世
代
」
の
入
会
に
備
え
て
の
基
盤
を
築
い
た
。
（
1
3
年
度
）

・
１
３
年
度
か
ら
移
行
の
方
南
及
び
清
水
分
室
（
旧
 授
産
場
）
に
お
い
て
、
技
能
系
の
作
業
所
や
自
主
事
業
を
展
開
し
活
動
拠
点
と
し
て
の
在
り
方
を
見
直
し
た
。
（
1
4
年
度
）

・
お
客
様
満
足
度
調
査
を
実
施
し
事
業
へ
の
評
価
を
受
け
る
と
と
も
に
、
サ
ー
ビ
ス
向
上
の
改
善
に
役
立
て
た
。
（
1
4
年
度
）

・
収
支
状
況
を
改
善
し
た
結
果
、
公
益
法
人
と
し
て
適
正
な
内
部
留
保
率
を
達
成
し
た
。
（
1
4
年
度
）

・
育
児
支
援
サ
ー
ビ
ス
に
お
い
て
専
属
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
１
名
を
増
員
し
、
営
業
時
間
外
の
引
き
合
わ
せ
に
対
応
し
た
。
（
１
５
年
度
）

・
需
要
の
多
い
パ
ソ
コ
ン
指
導
事
業
を
充
実
し
、
特
に
、
パ
ソ
コ
ン
教
室
で
は
稼
動
パ
ソ
コ
ン
の
台
数
を
２
倍
と
し
需
要
対
応
の
整
備
を
実
施
し
た
。
（
１
５
年
度
）

・
杉
並
浴
場
組
合
と
連
携
し
「
ふ
れ
あ
い
入
浴
日
」
に
、
就
業
に
つ
な
が
り
に
く
い
会
員
の
趣
味
を
活
か
し
た
趣
味
講
座
や
実
績
の
あ
る
パ
ソ
コ
ン
講
習
を
開
催
し
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
就
業
モ
デ
ル
事
業
を
実
施
し
た
。

（
１
６
年
度
）

・
チ
ャ
レ
ン
ジ
提
案
事
業
と
し
て
夜
間
中
心
の
パ
ソ
コ
ン
教
室
を
阿
佐
谷
に
開
設
し
、
チ
ャ
レ
ン
ジ
目
標
を
達
成
す
る
こ
と
が
で
き
た
。
(１
６
年
度
)

・
公
認
会
計
士
に
よ
る
外
部
監
査
制
度
を
導
入
し
た
。
（
１
７
年
度
）

・
利
用
代
金
の
コ
ン
ビ
ニ
支
払
い
に
加
え
、
次
年
度
か
ら
の
口
座
自
動
振
替
の
導
入
を
検
討
し
、
お
客
様
へ
の
サ
ー
ビ
ス
向
上
を
図
っ
た
。
（
１
７
年
度
）

《
組
織
・
人
事
》

・
社
会
動
向
等
を
テ
ー
マ
と
し
た
役
職
員
研
修
を
４
回
開
催
し
、
事
業
運
営
の
課
題
対
応
と
し
た
。

・
研
修
派
遣
制
度
に
よ
る
人
事
交
流
を
実
施
し
、
今
後
、
実
施
を
予
定
す
る
「
一
般
労
働
者
派
遣
事
業
」
「
指
定
管
理
者
制
度
」
へ
の
準
備
を
行
っ
た
。

《
事
業
》

・
制
定
さ
れ
た
中
長
期
計
画
の
初
年
度
と
し
て
計
画
を
開
始
し
た
。

・
お
客
様
満
足
度
調
査
の
結
果
と
し
て
、
概
ね
総
合
評
価
は
前
年
度
を
上
回
っ
て
い
る
が
、
「
意
見
書
込
み
」
に
記
載
さ
れ
た
少
数
意
見
に
対
す
る
改
善
が
Ｃ
Ｓ
運
動
の
更
な
る
推
進
に
繋
が
る
こ
と
を
強
く
認
識

し
、
次
年
度
の
接
客
研
修
等
に
反
映
さ
せ
る
。

・
活
性
化
推
進
事
業
（
チ
ャ
レ
ン
ジ
提
案
事
業
と
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
就
業
モ
デ
ル
事
業
）
を
活
用
し
た
事
業
を
実
施
し
た
結
果
、
会
員
就
業
の
場
の
拡
大
と
地
域
と
の
交
流
事
業
が
推
進
し
た
。

・
Ｏ
Ａ
イ
ン
フ
ラ
整
備
を
行
い
事
務
効
率
の
改
善
を
図
り
コ
ン
ビ
ニ
エ
ン
ス
ス
ト
ア
か
ら
の
入
金
制
度
の
外
、
体
制
の
整
っ
た
口
座
自
動
振
替
を
次
年
度
か
ら
導
入
し
、
お
客
様
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
と
併
せ
未
収
金
防

止
策
と
し
て
も
活
用
し
て
い
く
。

《
経
費
構
造
》

・
他
の
仕
事
に
比
べ
経
費
の
掛
か
る
技
能
系
職
種
に
対
し
実
施
し
て
い
た
諸
経
費
負
担
制
度
の
休
止
を
継
続
し
、
お
客
様
の
経
費
負
担
の
削
減
を
図
っ
た
。

・
会
員
へ
の
福
利
助
成
を
引
き
続
き
行
い
、
地
区
別
バ
ス
旅
行
で
実
施
し
て
い
る
他
県
シ
ル
バ
ー
視
察
の
成
果
が
事
業
参
画
へ
の
視
野
を
広
げ
て
い
る
。

・
公
益
性
と
収
益
性
を
念
頭
に
お
い
た
経
営
に
努
め
、
公
益
法
人
と
し
て
の
地
域
貢
献
事
業
を
展
開
す
る
た
め
無
料
の
講
習
会
等
を
開
催
し
た
結
果
、
シ
ル
バ
ー
事
業
の
周
知
が
図
れ
、
前
述
の
活
性
化
推
進

事
業
と
併
せ
地
域
と
の
交
流
が
深
ま
っ
た
。

総 合 方 針

 リ ス ト

添 付 資 料
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平成18年度杉並区財団等経営評価　問題点検討表（2次評価）

主管部
課係名

団体名

電話番号

2247
保健福祉部
　高齢者施策課いきがい活動支援係

特記
事項

経
済
性

　公益法人であるがゆえに、毎年損益分岐点及び同比率は高い数値となっている。資産剰余率を含めた３指標とも、
その値が僅かずつではあるが悪化している。今後は、経済情勢に左右される面もあるが、さらに一層の事業収入の
増、固定費の減に取り組むなど、経済性を高めるための具体的な方策を講じる必要がある。

健
全
性

　経営目標達成の進捗状況の管理手段として、今後の社会情勢の変化を踏まえた経営戦略となる「中長期計画（計
画期間10年）」が策定され、その基本指針や前半５年の中期計画に基づき、計画性のある事業展開に着手した。今
後は、この計画の実現に向け、単年度の事業と予算を編成を継続し、着実に計画事業を実施していく必要がある。

目
的
適
合
性

事業の拡大による総職員数の増加や新OAシステム導入時の準備事務など新たなシステムづくりの年だったため、経
常支出人件費比率の急激な上昇が心配されたが、経常支出の抑制などにより、若干の上昇に落ち着いた。

経
済
性

　受託消化率の向上、自主運営事業の拡大を図り、事業収入の増加、コスト削減に努めている。今後も、区の委託事
業に頼らずに経営できるよう、区民ニーズに基づく新規事業を展開するなど、経済性の向上に努めていく必要があ
る。また、小規模受注だけでなく、大規模な受注もできるように、しごと財団の広域的受注事業などの実施、検討をし
ていく必要がある。

　高齢者への就業機会の確保・提供及び知識・技能の付与により、高齢者の社会参加や生きがいづくりに貢献する
とともに地域との連携により高齢者の能力を生かした活力ある地域社会づくりに貢献している。
　「お客様満足度調査」を継続実施し、発注者・利用者共におおむね満足しているとの評価を得ている。

社団法人
　杉並区シルバー人材センター

定
量
評
価

自
立
性

　１５年度以降、区委託事業依存度は、減少傾向にある。新たな方法でPRの実施をするなど、企業や個人からの受
注を増やす努力を行い、民間の契約金額が上がった結果である。今後も、民間発注者からの様々なニーズに応えら
れるよう、さまざまな経験や資格を持つ会員の獲得・育成に努め、民間からの仕事の比率を高める必要がある。

計
画
性

　１５、１６、１７年度とも自主財源の確保、事業収入の確保、固定経費の削減努力などにより経常収支は安定してい
る。現在公共事業受注の減少など厳しい社会経済情勢の影響から、事業収入や経常収入の伸び率など低下してい
る指標もあるが、全体としては望ましい状況を維持している。

効
率
性

１６年度大きく伸びを見せた職員一人あたりの事業収入であるが、１７年度は減少に転じた。１７年度は新OAシステム
や公認会計士による外部監査制度の導入など中長期計画の実施開始という転換期であったという事情は考慮する
が、中長期計画に基づいた組織の運営と体制の見直しを含めた改善をおこない、引き続き管理費の削減と事業収入
の増に努める必要がある。

計
画
性

効
率
性

経営分析、課題と問題点

定
性
評
価

健
全
性

　組織や管理体制、職員の研修体制は整備されている。状況の変化に伴う役職員の意識改革及び会員への事業理
念の浸透など組織の活性化に向け努力している。課題であった情報公開だが、事業内容、財務諸表など事業の経
営状況を明らかにするためにホームページ上での公開も計画するなど積極的な情報開示の準備を進めている。ま
た、個人情報保護要綱を制定するなど個人情報保護の管理体制も確立された。今後は各職員、会員レベルへの確
実な浸透・定着に努める必要がある。
　利用代金のコンビニエンスからの入金に加え、口座自動振替での入金システムを導入した。同時に、全職員にパソ
コンを配置し、あらゆる業務の情報を共有するなど、前年度よりもさらに効率的な運営を行っている。また会員への業
務委託や会員による自主運営形態での自主事業の実施・開発なども継続実施し、事業運営の効率化を図っている。
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事務費収入は増加しているものの、一方で受託消化率が減少に転じているので、今後、発注者のニーズを
事前に把握し、会員増強と適切な会員配置を早急に進める必要がある。成

果
指
標

活
動
指
標

成
果
指
標

　組織運営の根幹をなす指標が活動指標の目標としてきちんと設定されており、目標算出方法、目標設定
の考え方についても、的確にとらえられている。また、今後の経営環境の変化を踏まえた経営戦略となる「中
長期計画(H17～26年度)」にも連動させており、適正な目標設定が行われている。今後はさらに就業機会の
確保を図るとともに、公益法人として広く地域貢献ができるシルバー人材センターを目指し、活動していくこ
ととなるであろう。

　平成１３年度から自主財源の確保、事業収入の確保、固定経費の削減努力などにより経常収支は安定している。ま
た、現在区からの委託事業の受注が減少してしているが、そのような状況の変化に応じ、CS運動や新たなPR方法の実
施等により着実に民間からの受注が増え、区からの委託事業への依存率は減少傾向にあり、望ましい運営が行われて
いる。ただ、仕事の申し込みは増えているにもかかわらず、受注できないという状況を早期に解消するため、発注者の
ニーズを事前に把握するとともに、様々な経験と技能を持つ会員の獲得と育成に努め、適切な会員配置を早急に進
め、受託消化率の向上を図る必要がある。同時に、「中長期計画」に基づき、絶えず経営目標達成の進捗状況を意識
し、引き続き公益法人として収益性と公益性のバランスの取れた運営を実現していただきたい。
　これから、さらなる高齢社会の進展に伴い、会員数の増加やニーズの多様化がますます進むであろう。また、「団塊の
世代」が定年を迎え、優れた知識・技能、そして多様な考え方をもった人達が地域に戻ってくる。多様な就業に対する
会員自身の要望に応えられるよう、ホワイトカラー向けの就業機会の確保、時代の変化に応じた新たな事業開拓がより
一層求められている。このようなさまざまな地域のニーズに細やかに対応するためには、区や地域のNPO法人や団体
と連携・協働し、類似事業団体を競合相手としてではなく共存団体として、お互いの得意分野を認めあい、共に事業の
成功をめざすような事業の計画・実施が今後の課題となるであろう。今後も厳しい社会経済情勢は続くと思われるが、
高齢者の社会参加と交流の拡大を通して、広く地域貢献を行うシルバー人材センターとしての活躍・発展を期待する。

分かち合い就業の推進や各方面からの仕事の受注を積極的に引き受けるなどの努力の結果、サービス利
用年間延べ人数（就業延日人員）・職員一人当たりのサービス利用人数ともに着実に増加していたが、１７
年度は減少に転じた。発注者からの様々なニーズに応えられるよう、さまざまな経験や資格を持つ会員の獲
得・育成に努め、受託消化率の向上を図る必要がある。

コ
ス
ト

受託件数・会員数の逓増と、技能系職種に対する諸経費負担制度の廃止などによる経費の見直しの結果、
総じて単位あたりのコストは年々着実に減少しいる。

事
業
の
推
移
サ
ー

ビ
ス

13年度に授産場がシルバー人材センターに移管され、60歳未満の授産場利用者をシルバーの非常勤固有
職員としたため、職員数は急増したが、14年度以降は、減少傾向にあった。１７年度は、事業の拡大による
総職員数の増加があったものの、経常支出の抑制などにより、人件費率は若干の上昇に落ち着いた。引き
続き人員目標を設定するなど、組織の活性化に向けての取り組みが必要である。

財
務
状
況

ここ数年高い伸長率を維持していた事業収入であったが、１７年度は減少に転じた。しかし経常収支は黒字
で安定しており、資産増と負債減など望ましい状況にあることから、現在のところ財務状況に特段の問題は
ない。今後も社会情勢やニーズに対応した事業展開を継続し、一層の事業収入の増に努めていく必要があ
る。

事務費収入は、内部留保率の適正化を含めてとらえらており、自主財源となる事務費率も分析しており、中
長期計画どおり、公益法人として公益性と収益性のバランスのとれた運営を念頭においた目標設定をおこ
なっている。高齢社会の進展にあわせて、シルバー人材センターに就業機会を求める高齢者や仕事を依頼
する地域住民は、ますます増えるであろう。こうした状況の中で、就業率・受託消化率等を上げていくために
は、今まで以上に分かち合い就業の推進や知識・技能の向上を図り、事業収入を増やすとともに、地域の中
に確固とした信頼を築いていく必要がある。

事業分析、課題と問題点

　会員の増加にともない会員の就業機会を確保するために、平成１３年より、スキル講習を発注者のニーズと
会員ニーズの両方に沿ったものにして区民ニーズへの対応とサービスの向上に努めてきたが、目標の２０
コースを達成した。また、自主運営事業の拡大も順調に行われており、延受託件数は着実に増加している。

活
動
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